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事業事前評価表

国際協力機構農村開発部畑作地帯第二課

１．案件名 

国 名：エジプト・アラブ共和国

案件名：小規模農家の市場志向型農業改善プロジェクト

Improving Small-Scale Farmers’ Market-Oriented Agriculture Project 
２．事業の背景と必要性  

（1）当該国における農業セクターの現状と課題 
 エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」）の農業は、増大する人口への

食料供給や伝統工芸作物である綿花の輸出など、エジプトの重要産業の一つと

して位置づけられており、現在も GDP の約 13％1、就業人口の約 29％2を占め

ている。特に、上エジプト地域 3では農業セクターの就業者が約 53％に上り 4、

同地域の重要産業となっている。

その一方で、エジプト全人口の 21.6%を占める貧困層のうち 6 割が同地域に

居住しており、農村部では 43.7%5が貧困状態に置かれている 6。同地域の農業

の中心地帯ともいえるミニア県、アシュート県では、農家の 9 割近くが 3 フェ

ダン（1.26ha）未満の農地しか所有していない小規模農家によって占められて

いる 7。そのため、小規模農家に対する支援は、同地域の貧困削減と発展に貢献

する重要な課題である。

 上エジプト地域（特に中部に位置するミニア県、アシュート県）の農業は、

自家消費を主目的とした小麦やメイズ、ベルシウム（牧草）などの伝統作物の

生産割合が高い。代表的な伝統作物の一つである小麦については、政府が買い

取り価格を設定しており、価格変動リスクが少ないため、収益性が低くとも多

くの小規模農家により継続的に栽培されている。上エジプトが国内生産の中心

となっている薬草・香草類や、タマネギやジャガイモ等の園芸作物も栽培され

ているが、信頼できる種子や栽培技術、病害虫の防除方法など生産面の問題に

加えて、収穫・出荷までの営農資金の枯渇、販売の不確実性、仲買いの多重化

1 World Development Indicators, 2011 
2 Central Agency for Public Mobilization And Statistics (CAPMAS) Statistical Year Book 2012 
3 カイロ以南のナイル川流域地域。 
4 JICA「農産物流通改善を通じた上エジプト農村振興プロジェクト」ファイナルレポート、2012 年、p.1 
5 都市部で 21.3%、 
6 UNDP Egypt, Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future (2010), 
7 JICA、上掲、p.66。耕作面積が 3 フェダン未満の農家はミニア県で 86.6%(250,340 戸)、アシュート県で

89.2%（339,466 戸）を占める（3 フェダン未満の農家割合の全国平均は 76.5%）。さらに、1 フェダン未

満の農家はミニア県で 60.7%、アシュート県で 76.9%（全国平均は 53.1%）である。両県における伝統作

物栽培における 1 フェダンあたりの農業所得は 6,400 エジプトポンド程度とされている。（1 エジプトポン

ド＝13.4 円。2013 年 1 月 16 日為替レート） 
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による収益の減少などの販売・流通上の問題のため、高い収益が期待できるも

のの園芸作物栽培に参入する小規模農家は少ない。 
 JICA は 2010 年 3 月～2012 年 8 月までミニア県及びアシュート県を対象とし

た開発計画調査型技術協力「農産物流通改善を通じた上エジプト農村振興プロ

ジェクト（IMAP）」を実施し、小規模農家の所得の向上を開発目標としたマス

タープラン（M/P）の策定及び、M/P の策定と実証調査を通じた中央及び対象県

の農業行政職員の計画策定・事業実施にかかる能力向上を支援した。策定され

た M/P では、「小規模農家が市場のニーズに基づいて生産・加工し、より高い価

値で生産物を販売する」という開発戦略のもと、生産から販売に至る様々な開

発プロジェクト群が提案された。また、①園芸作に参入し、成功している小規

模農家が少なからず存在すること、②園芸作の導入による収益性の向上が見込

まれること、③地方人口も大きいことから、地産地消の大きな市場が見込まれ

ること、④市場ニーズを把握した生産により価格変動などリスクの低減を見込

めることなどが確認された。また、資金面でも土地所有面積でも余裕のない小

規模農家が収益を確保するためには、営農の強化も必須であることが判明した。

これらを踏まえ、市場を重視した農業の推進及び栽培技術の向上によって小規

模農家の収益を向上する開発アプローチが提案され、今後、エジプト政府が実

施に取り組むこととなった。 
これらを推し進めるためには、農民の意識変革（「作ってから売る」から市場

を分析して栽培する作物を決定する「売るために作る」への転換）や技術力向

上のための技術普及、マーケティング支援が重要となる。 
しかしながら、農業土地開拓省（MALR）は県、郡、村レベルまで普及員を配

置しているものの、普及員の能力不足、予算不足により栽培に係る新技術や営

農改善の指導、マーケティング支援は十分に行われていない。また、農協は全

ての農村で組織されており、土地、建物などの財産や教育レベルの比較的高い

常勤職員 8を有し、農民組織としてのポテンシャルがある一方で、農家の商業活

動に関する能力・経験が不足しており、その機能を十分に担えていない。その

ため、市場志向型アプローチ 9に基づいた小規模農家の農業の改善とともに、こ

れを支援するための行政による普及システムの強化、普及員及び農協職員の能

力向上が求められている。 
 
（2）当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 
 MALR は、「持続的農業開発戦略 2030 年」の中で、「継続的かつ早急に成長す

                                                   
8 農協には、普及員、土地所有を管理する職員、事務員などが MALR によって配置されている。この他に、

加入する農民からなる理事会が設置されている。 
9
小規模農家による市場ニーズに沿った作物生産と販売を通じて、農業所得の増加を目指すアプローチ。 
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るダイナミックな農業セクターに基づく、貧困層の救済、地方の貧困削減に配

慮した総合的な経済・社会開発の達成」というビジョンを掲げ、①農業資源の

持続的活用、②土地及び水利用の単位あたりの生産性の増加、③国内及び国際

市場における農産物の競争性の向上、④戦略的な食料についての高い食料安全

保障の達成、⑤農村における生活水準の改善及び貧困率の軽減を掲げている。

本案件は、上エジプトの対象地域において、市場志向型アプローチにもとづい

た普及活動を通じて小規模農家の農業所得の向上を実現することを目標として

おり、上記戦略の③及び⑤に資する事業として位置づけられる。 
 
（3）農業セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 
 「貧困削減と生活水準の向上」を援助重点分野の一つとして掲げる我が国の

対エジプト国別援助計画において、農業・農村開発は重点開発課題として位置

づけられている。本案件は、貧困層が集中する上エジプト地域で市場志向型ア

プローチに基づく農業を通じた小規模農家の所得向上を図ることにより、同地

域の貧困削減に具体的に貢献するもので、協力プログラム「上エジプトの農業

基盤・農村構造の改善」に位置づけられる。 
 また、我が国は、エジプトを含む中央・北アフリカ諸国の改革・国づくりを

支援する「ドーヴィル・パートナーシップ 10」に参画し、①公正な政治・行政

運営、②人づくり、③雇用促進・産業育成の 3 つの重点分野の支援を表明して

いる。本案件は、零細な土地の収益性を上げ雇用の促進及び安定を図ると同時

に、市場ニーズに基づく農家経営を推進するなど産業としての農業の発展に貢

献するものであり、③雇用促進・産業育成に資する案件である。 
 
（4）他の援助機関の対応 
 上エジプト地域の農業分野では、米国国際開発庁（USAID）をはじめ、国際

農業開発基金（IFAD）や、国連開発基金（UNDP）、アフリカ開発銀行（AfDB）
などが、小規模農家の生計向上を目的とした農業開発プロジェクト（ローンも

含む）を実施している。 
 これらの多くは、需要の高い園芸作物の生産・加工・販売を行うため農民を

組織化し、大規模民間業者の連携もしくは契約生産を通じて輸出に結びつける

取り組みを行い、小規模農家の所得向上を目指している。また、流通・貯蔵・

加工施設、輸送方法の改善のためのインフラ整備、農産物の品質基準の策定、

農産加工の導入に関する農家への指導を行うトレーナーの育成も含まれる。近

年、IFAD は小規模農家の融資制度へのアクセス改善のためのマイクロクレジッ

                                                   
10 「アラブの春」以降、2011 年 5 月に G8 サミットにて立ち上げられた中東・北アフリカ支援のためのパ

ートナーシップ。 
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ト事業や、農民組織を法人組織として設立するための中小企業開発、アグリビ

ジネス推進などをマーケティング・アプローチとして重点を置いている。 
 本案件の対象地域であるアシュート県では、IFAD が Upper Egypt Rural 
Development Project（UERDP）（総額 1,980 万米ドル、2007 年～2015 年）、 
On-farm Irrigation Development Project in the Oldlands（OFIDO）（総額 8,610
万米ドル、2010 年～2018 年）、 UNDP、UNIDO、ILO、UNWOMEN が国連合

同プロジェクトとして Pro-Poor Horticulture Value Chains in Upper Egypt- 
SALASEL（総額約 7,500 万米ドル、2011 年～2013 年）を実施している。また、

アシュート県及びミニア県において、USAID が NGO の CARE を通じた

Agricultural Exports & Rural Incomes（AERI）/SHAMS Project（総額 5,730 万米

ドル、2007 年終了）を実施したほか、IFAD は、MALR が設立した農業開発基

金（ARDF）を受け皿として Promotion of Rural Incomes through Market 
Enhancement Project（PRIME）（総額 1 億 820 万米ドル、2013 年～2020 年）

を実施予定である。 
 また、AfDB は、エジプトで金融活動の中心的存在である行政法人、社会開発

基金（SFD）と連携し、小規模農家の組織強化、中小企業開発、金融アクセス

向上及びローンの提供を行うRural Income and Economic Enhancement Project
（RIEEP）（総額 7,460 万米ドル）を 2010 年より実施中である。 
 
３．事業概要                                                
（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 
本事業はエジプトの上エジプト地域に位置するミニア県、アシュート県にお

いて、市場志向型アプローチに基づく普及フローを確立し、付加価値の高い農

産物生産を行う技術 11の開発・検証や、農業協同組合の活動計画策定・実施能

力の強化、市場志向型アプローチに基づく営農手法の普及を行うことにより、

プロジェクトの対象となる小規模農家及び周辺小規模農家 12の所得向上を図り、

もってミニア県、アシュート県全体の小規模農家の所得向上に寄与するもので

ある。 
 
（2）プロジェクトサイト／対象地域名 
 ミニア県及びアシュート県 13 

                                                   
11 本事業で開発・検証する技術は、園芸作物に関するものが主になると想定されるが、有機肥料の生産等、

園芸作物以外にも適用可能な技術の開発・検証も含まれる。そのため、園芸作物に限定せず、より広い「農

産物」という用語を使用している。 
12 周辺小規模農家は、プロジェクトの対象小規模農家以外で対象農協内に所属する農民で、成果 4 に係る

活動で普及の対象となる。 
13 両県の全ての郡をプロジェクトの対象とし、各郡から対象農協を 1 つずつ選定する。ミニア県には 9 郡、

アシュート県には 11 郡であり、全 20 郡が本案件の対象となる。 
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（人口：ミニア県 4,471,406 人、アシュート県 3,697,729 人 
 面積：ミニア県 32,279km2、アシュート県 25,926km2 

 農地面積：ミニア県 198,564ha、アシュート県 145,009ha）14 
 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 
 【直接受益者】 
• ミニア県及びアシュート県の小規模農家並びに周辺小規模農家 800 名 15 
• MALR 農業サービスフォローアップ局及び農業普及局（6 名）、県農業事務

所（15 名）、郡農業事務所（20 名）、郡普及センター（15 名） 合計約 60
名 

• ミニア県及びアシュート県の村落農協職員/普及員 約 40 名 16 
 【間接受益者】 
• ミニア県及びアシュート県の小規模農家並びに周辺小規模農家 1,600 名  
• ミニア県及びアシュート県の村落農協職員/普及員 約 80 名  

 
（4）事業スケジュール（協力期間） 
 2013 年 5 月～2018 年 4 月を予定（計 60 ヶ月） 
 
（5）総事業費（日本側） 
 約 5 億円 
 
（6）相手国側実施機関 
 農業土地開拓省農業サービスフォローアップ局及び農業普及局 
（Agricultural Service and Follow Up Sector and Agriculture Extension Sector, 
Ministry of Agriculture and Land Reclamation） 
 
（7）投入（インプット） 
1）日本側 
• 専門家派遣：総括/市場志向型農業、適正農業技術及び普及、農業協同組合

                                                   
14 Egypt in Figure 2010, CAPMAS 及び Study of the Indicators Agricultural Statistics, MALR 
15 ミニア、アシュート県内の全 20 郡より約 40 名を対象小規模農家とし（20 郡×40 名＝800 名）、対象小

規模農家当たり 2 名を周辺小規模農家とする（800 名×2 名＝1,600 名）。この 1,600 名は対象農協が農協内

の対象小規模農家以外の農家に対して市場志向型アプローチによる営農手法の普及計画策定を支援した農

家数。詳細計画策定調査当初は約 2,400 名の受益農家を想定していたが、案件開始後、具体的な普及枠組

みを検討した際に直接受益者数と間接受益者を上記の数とすることが妥当と判断した。 
16 ミニア、アシュート県内の各郡より対象村落農協を 1 つ選定、各農協職員 2 名を対象とし（20 郡×約 2
名＝40 名）、対象農協あたり 2 つを周辺の村落農協とし、農協職員/普及員 2 名を対象とする。（20 郡×2 農

協×2 名＝80 名）。この 80 名は郡普及員が郡内の対象農協以外の農協に対して市場志向型アプローチによ

る営農手法の普及計画策定を支援した農協職員数。 
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支援、ジェンダー/農村社会、業務調整/研修監理、短期専門家（必要に応じ

て）：5 年間で 93MM 程度 
• カウンターパート（C/P）本邦研修、第三国研修：年間 5 名程度 
• 機材供与：成果 2 及び 3 に関係する機材、事務機器等 
• プロジェクト活動経費（技術の開発・検証、展示圃場運営経費にかかる経費、

専門家活動費等） 
 
2）エジプト側 
• C/P 配置： 
プロジェクトダイレクター（MALR 農業サービスフォローアップ局長） 1
名 
プロジェクトマネジャー（同局農業協同組合中央部長） 1 名 
MALR 農業サービスフォローアップ局及び農業普及局より 4 名、アシュート

県農業事務所 9 名、ミニア県農業事務所 6 名 
• プロジェクト専門家執務室：ミニア県及びアシュート県農業事務所敷地内、

MALR 農業サービスフォローアップ局内 
• プロジェクト活動経費：研修実施経費、C/P 人件費、旅費等 
• プロジェクト活動に必要な便宜供与 

 
（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 
②カテゴリ分類の根拠 

本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月）上、環

境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 
 

2)ジェンダー平等推進/平和構築・貧困削減 

 IMAP の調査によれば、本案件の対象地域の一般的な村落では、屋外の作業

となる農作業全般について女性の役割は低いが、作付けする作物の選定など営

農上の意思決定には女性の役割が認められており、また営農上の問題点に関し

ても男女間で共有されている傾向にある。このことから、女性は家庭内で営農

に関する意思決定権をある程度持つものの、屋外での活動には参加しにくく、

農業普及や農業技術研修、農業協同組合活動へは参加しにくい状況にあると考

えられる。したがって、本案件で農業ビジネス関係者との交流、市場調査、営
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農計画立案のための研修、技術研修、視察ツアーなどを行う場合、男女双方が

マーケティング情報へのアクセスや農業技術を得るための取り組みとして、村

落の有力者（大家族の代表、篤農家など）の理解を得る、参加者における男女

の割合に枠を設けるなどの工夫が必要である。 

 他方、土地所有面積が 1 フェダン（0.42ha）未満の零細農家では、耕起作業、

収穫作業など農作業における女性の役割は重要度を増し、女性の立場からは農

業労働の負担が重いという調査結果も報告されている。このようなケースも考

えられることから、対象農家のベースライン調査の際に、併せてジェンダー調

査などで男女の役割の実態を明らかにし、必要に応じて、男女が平等に共同で

営農活動できるよう、ジェンダー啓発を行うことが望ましい。 

 
3)その他 

 特になし。 

 
（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

 特になし。 
 

2）他ドナー等の援助活動 
 2（4）のとおり、上エジプトの対象地域ではいくつかのドナーが融資プログ

ラムを提供しているが、これらの活動は、本案件で小規模農家や農協に商業的

な作物栽培や農業活動に関わる投資を促す有力な資金源となりうる。具体的に

は、AfDB/SFD による RIEEP の場合、総額 7,460 万米ドルのうち融資プログラ

ムの資金として合計 7,000 万米ドル（中小企業 5,000 万米ドル、マイクロクレ

ジット2,000万ドル）が用意されており、上エジプト地域は重点地域として4,200
万米ドル（60％）が充てられる予定である。また、RIEEP には、技術協力も含

まれ、SFD 職員、金融機関、NGO、農民組織などにアグリビジネスに関するノ

ウハウの蓄積や能力の向上が見込まれる。ミニア県及びアシュート県もその対

象地区のため、本案件の活動の延長線上で、農協や小規模農家が小規模加工ビ

ジネスを始める際には、借り入れだけでなく、計画の実現性の確認や適切な加

工施設の運営に関するサポートを受けられると見込まれる。また、今後 IFAD の

PRIME プロジェクトでは、ARDF のパートナー機関を通じた融資プログラムの

提供を予定している。 
 多くの他ドナーが園芸作物の加工、販売促進に集中している中、本案件によ
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る普及員の能力向上、普及サービスの強化によって、小規模農家の園芸作物の

栽培技術の底上げによる作物の品質向上、生産性安定の向上が見込まれ、相乗

効果は高い。したがって、本案件の市場志向型アプローチに基づいた農家研修

や技術研修の教材を他ドナーのトレーニング教材として広く提供する、セミナ

ーなどを通じて本案件の成果を積極的に紹介することに努め、市場志向型アプ

ローチに基づく営農手法の対象県内並びに上エジプト地域内での展開を図る。 
 
 
４．協力の枠組み                                             
（1）協力概要 
1）上位目標： 
ミニア県及びアシュート県の小規模農家の農業所得が向上する。 

指標： 
 ミニア県及びアシュート県の小規模農家において農業所得がXX％上昇する 17。 
 
2）プロジェクト目標： 
ミニア県及びアシュート県のプロジェクト対象小規模農家並びに周辺小規模

農家の農業所得が向上する。 
指標： 

a. プロジェクト対象小規模農家の平均農業所得が XX％上昇する 18。 
b. 周辺小規模農家の平均農業所得が XX％上昇する 19。 

 
3）成果及び活動 
成果 1：市場志向型アプローチに基づいた普及フロー20が確立する。 
指標： 
c. 市場志向型アプローチによる普及フロー案が考案される。 
d. 市場志向型アプローチによる普及フロー案の作成及び改善プロセスにつ

いての関係者による 5 段階評価の平均点が 4 以上である。 
e. プロジェクト活動の実施を通じ改善された市場志向型アプローチによる

普及フローが合同調整委員会（JSC）で承認される。 
 
活動： 

                                                   
17 ％はベースライン調査後 3 ヶ月以内に設定される。 
18 ％はベースライン調査後 3 ヶ月以内に設定される。 
19 同脚注 16。 
20 普及フロー：農家と市場関係者との関係づくり、農民による市場調査、作物の選定、市場調査の結果に

基づく活動計画策定、栽培技術研修等によって構成される一連のイベント及び活動。 
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1-1 市場志向型アプローチによる普及フロー案を合意する。 
1-2 対象農協及び対象小規模農家の選定方法を合意し、それに基づき選定

する。 
1-3 対象農協及び対象小規模農家に対するベースライン調査を行う。 
1-4 対象農協内の対象小規模農家と農業ビジネス関係者が対話する場を設

ける。 
1-5 対象農協内の対象小規模農家へ市場調査、営農計画立案に係る研修を

実施する。 
1-6 対象小規模農家の市場志向型アプローチに基づいた営農計画立案を支

援する。 
1-7 普及員に対して 1-6 の計画実施に必要な農業技術のトレーナー研修

（ToT）を行う。 
1-8 ToT を受けた普及員による対象小規模農家向けの技術研修実施の支援

を行う。 
1-9 対象小規模農家の営農活動のモニタリングを行う。 
1-10 上記活動を検証し、市場志向型アプローチに基づいた普及フローに必

要な改善を行う。 
 
成果 2：付加価値の高い農産物を生産する技術が開発・検証される。 
指標： 
a. 検証・開発された技術に関するガイドライン・マニュアルが作成される。  
b. 検証・開発された技術の 70％以上が普及員向け ToT に含まれる。 
活動： 
2-1 IMAP の調査結果及び対象小規模農家の営農計画等に基づき、新たに開

発・検証が必要な技術を把握する。 
2-2 2-1 で把握した技術の開発・検証を行う。 
2-3 開発・検証した技術を普及員の ToT（活動 1-7）に導入する。 
2-4 市場志向型アプローチの実施 21を通して必要と確認された既存技術の

改善を図る。 
 
成果 3：対象農業協同組合（農協）の活動計画策定・実施能力が強化される。 
指標： 
a. 対象農協の小規模農家の所得向上に向けた活動計画が作成される。 
b. 対象農協の活動計画にもとづく活動が 70％以上達成される。 

                                                   
21 成果 1 に係る一連の活動を指し、本活動では新しい技術の開発・検証のみならず、必要に応じて既存技

術の改良にも取り組む。 
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活動： 
3-1 対象農協組織の活動計画立案にあたって農協の弱み・強みを把握する。 
3-2 対象農協を対象に小規模農家の所得向上に向けた活動計画の策定・実

施に係る研修を実施する。 
3-3 村落レベルの普及員が、対象農協による 3-2 の活動計画の実施を支援す

るよう助言する。 
 
成果 4：対象農協内及び対象郡内で市場志向型アプローチに基づいた営農手法

が広まる。 
指標： 
a. 対象農協によって営農手法の普及計画が作成される。 
b. 対象農協内において市場志向型アプローチによる新たな農業活動が行わ

れる。 
c. 郡農業事務所による営農手法の普及計画が作成される。 
d. 対象郡内で新たな農協の農業活動が行われる。 
活動： 
4-1 対象農協が農協内の対象小規模農家以外の農家に対して市場志向型ア

プローチによる営農手法の普及計画を策定することを支援する。 
4-2 対象農協による 4-1 の計画の実施をモニタリングする。 
4-3 郡普及員が郡内の対象農協以外の農協に対して市場志向型アプローチ

による営農手法の普及計画を策定することを支援する。 
4-4 郡普及員による 4-3 の計画実施をモニタリングする。 
4-5 県農業局が市場志向型アプローチによる営農手法の普及計画を策定す

ることを支援する。 
 

4）プロジェクト実施上の留意点 

• 営農研修の実施 
 営農にかかる費用と便益を把握し、戦略的に計画立案できるよう、農家に対

して農家経営の改善にかかる研修を実施する。なお、その際には、エジプトで

は識字率が低いことを鑑みて、文字を読み書きできない農民も習得可能な方法

を検討する。 

• 対象農協及び対象小規模農家の選定方法 

 持続的かつ自主的な活動を担保するため、プロジェクトの対象農協及び対象

農家は、市場志向型アプローチの趣旨を理解し、且つモチベーションの高い農

協及び農家を選定することとする。 
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なお、プロジェクト期間中に一連の活動を、対象郡を変えながら 3 サイクル

実施するため、各サイクルの開始時に対象農協及び対象小規模農家を選定する。 
• モデルの普及 

 成果 1 から成果 3 で市場志向型アプローチに基づいた普及のモデルを構築し

た後、市場志向型アプローチで成功した農家を活用しつつ、成果 4 の活動で各

レベル（対象農協が同農協に属する周辺の小規模農家に、郡が郡内にある対象

農協以外の農協に）で活動を普及させ、将来的には上エジプト地域全体に波及

させることを想定する。 
なお、成果 4 の活動は、上位目標であるミニア県及びアシュート県の小規模

農家の所得向上を達成するための試行という位置づけでもある。 

• 県レベルのプロジェクト運営・技術委員会の設置 
 本案件の実施に際しては、各県レベルに委員会を設置する。委員会は県農業

局の農協部、農事部、農業研究所等がメンバーとなる。これにより、普及と研

究の協力関係をより強化し、プロジェクト期間終了後も含めて、問題発生時の

迅速な対応、新品種等の導入などを行う体制を構築する。 

• 研修の実施方法 

以下の 2 点を踏まえて研修を実施する。 
① トレーナーの効果的な育成 

 MALR は若手職員の新規採用を進めてきており、これら若手の育成が重要な

課題である。研修実施の際には、若手とベテラン普及員の両方が参加するよう

留意し、ベテランの経験を若手に伝えられるように工夫する。 

② 効果的な技術及び知識の普及 

 農家は、座学で得た知識に基づく技術より実践的に指導された技術をより取

り入れている傾向がみられた。そのため、研修実施の際には、講義と実践がバ

ランスよく含まれるようにする。 

• 経験交流の促進 
 本案件はミニア及びアシュートの両県を対象としている。日常の活動は県毎

で実施されるものの、各県における取り組みについて学びあいを促進するため、

プロジェクト期間中に視察等の機会を設ける。 
 
（2）その他インパクト 
 貧困層が集中する上エジプトの中でも人口規模の大きいミニア県及びアシュ

ート県の小規模農家の農業所得が向上することにより、上エジプト地域全体の
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貧困削減及び生活水準の向上に貢献することが見込まれる。 
 
５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          
（1）事業実施のための前提 

 エジプトの政治情勢が著しく悪化しない。 
（2）成果達成のための外部条件 

 幹部職員の人事異動がプロジェクトの実施に悪影響を及ぼさない。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 
 プロジェクトで技術移転を受けた C/P が継続して勤務する。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

 市場志向型アプローチによる普及活動の実施に必要な MALR の予算が確保さ

れる。 
 
６．評価結果                                                
本事業は、エジプトの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致し

ており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 
７． 過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           
(1) 過去の類似案件の教訓 

• IMAP で実施したパイロット事業の教訓が M/P に反映されており、本事業でも

それを踏まえて活動を計画した。加えて、以下の 2 点を教訓として活用する。 
 IMAP のパイロット事業で園芸作物の新技術を導入した際に、園芸作の

経験のある農家グループと、ない農家グループでは収穫結果に大きな差

が生じた。 
 対象地域の村落は、都市からの距離、歴史的背景、民族的多様性などに

より特徴が異なり、村落内の大家族の対立でパイロット事業が中止にな

ったサイトがある。 
• 本事業では、IMAP の M/P を踏まえると共に、ケニア国で実施された「小規模

園芸農民組織強化計画プロジェクト（SHEP）」（2006 年 11 月～2009 年 11 月）

及び後継案件「小規模園芸農民組織強化・振興ユニットプロジェクト（SHEP 
UP）」（2010 年 3 月～2015 年 3 月）で採用している市場志向型アプローチに、

エジプトの文脈に沿った改良を加えて戦略としている。 
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(2) 本事業への活用 

• 新技術導入の際は、園芸作に一定の技術と経験を有した農家に市場志向型アプ

ローチに基づいた営農手法の技術移転を行い、その後園芸作の経験がない農家

への伝播を図る、もしくは技術移転の際に、経験者と未経験者を組み合わせて

農家間の経験や技術の共有を図るなど、工夫をする。 
• ベースライン調査において村の社会構造の理解に努め、それを踏まえた活動と

する。 

• 実施段階でも、SHEP で実施した各種の取り組みや作成したフォーマット等を

参照・活用する。 

 
８．今後の評価計画                                          
（1）今後の評価に用いる主な指標 
  ４．（1）のとおり。 

（2）今後の評価計画 
各対象郡での活動開始時 22 ベースライン調査 

事業中間時点  中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前  終了時評価 
事業終了 3 年後  事後評価 

以 上 

                                                   
22 本案件では、プロジェクト期間中に一連の活動サイクルを 3 回実施することとしている。活動サイクル

毎に対象県内で対象郡を変えながら展開していくため、ベースライン調査は各活動サイクルの開始時にそ

のサイクルの対象郡に対して行う計画である。 


